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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 38,502 0.6 1,773 11.4 1,801 14.6 988 42.7
24年3月期 38,260 △0.7 1,591 △18.9 1,571 △21.5 692 △26.5

（注）包括利益 25年3月期 1,091百万円 （62.6％） 24年3月期 671百万円 （△25.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 23.85 ― 4.1 3.9 4.6
24年3月期 16.72 ― 2.9 3.5 4.2

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  28百万円 24年3月期  41百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 45,801 24,792 54.1 598.11
24年3月期 45,461 23,950 52.7 577.75

（参考） 自己資本   25年3月期  24,792百万円 24年3月期  23,950百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 3,075 △3,008 △439 9,879
24年3月期 2,140 △1,975 △419 10,245

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 248 35.9 1.0
25年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 248 25.2 1.0
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 6.00 6.00 22.6

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 19,500 3.4 800 6.5 750 4.5 420 2.7 10.13
通期 40,000 3.9 2,000 12.8 2,000 11.0 1,100 11.2 26.54



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 41,476,012 株 24年3月期 41,476,012 株
② 期末自己株式数 25年3月期 24,952 株 24年3月期 21,924 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 41,452,353 株 24年3月期 41,454,480 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 37,150 0.7 1,338 18.2 1,476 13.8 817 30.3
24年3月期 36,894 △0.9 1,132 △24.5 1,296 △23.1 627 △22.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 19.72 ―
24年3月期 15.13 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 38,415 20,365 53.0 491.31
24年3月期 37,768 19,741 52.3 476.21

（参考） 自己資本 25年3月期  20,365百万円 24年3月期  19,741百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。上記予想は本資料の作成時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績予想は今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。上記の業績予想に関する事項は３ページをご覧ください。 
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当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災後の復興関連需要等を背景に緩やかながらも回

復基調が見られましたが、欧州の債務問題に限らず新興国も含めた世界経済の停滞懸念と個人消費の低

迷などにより、厳しい状況が続きました。しかしながら、新政権の経済・金融政策の期待感から急激な

円安と株式市場の持ち直しがみられ、景気回復に向けた兆しが見られるようになりました。 

このような経済情勢のなか、当グループでは中長期経営計画【ＮＢ１００】のもと、収益構造の安定

化に向けた「事業フィールド戦略」の着実な実践のために経営資源の選択と集中を明確に実行する取組

みを行いました結果、売上高は前連結会計年度比0.6％増の385億２百万円、経常利益は前連結会計年度

比14.6％増の18億１百万円、当期純利益は、前連結会計年度比42.7％増の９億８千８百万円となりまし

た。 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

  

メディカル事業本部 

（ヘルスケアフィールド） 

ドラッグストアを中心とした大衆薬市場は、大手ドラッグストアの異業態を巻き込んだ競争激化と

低価格化での顧客囲い込みによる影響に加え、個人消費者の購買意欲の停滞が依然として継続したた

め、厳しい状況の中で推移いたしました。 

このような状況のなか、店頭を活性化するための販売促進活動を積極的に行い、鎮痛消炎剤「ロイ

ヒ」シリーズは、大判タイプが順調に取扱店を拡大し、救急絆創膏「ケアリーヴ®」シリーズは、湿潤

環境を作ることにより肌の持つ治す力を高め、キズを早くきれいに治す「ケアリーヴ®治す力®」が順

調に育成し、既存の「ケアリーヴ®」シリーズともに売上は好調に推移いたしました。また、廉価タイ

プに押され厳しい状況にありましたテーピングテープ「バトルウィン®」は、日本フットサルリーグ(F

リーグ)のオフィシャルパートナーとしての製品告知活動と、日本バスケットボール協会（JBA）と協

働して、小学生を対象とした「JBAバスケキッズフェスティバル」を通じた啓蒙活動などの新たな取

組みにより、回復の兆しを見せております。 

（医療材フィールド） 

医療機関向け医療材料市場は、医療費抑制や病院経営改善を目的とした医療材料費の削減が進んで

おりますが、医療現場における感染予防と安全性への意識は引き続き非常に高い状況が続いておりま

す。 

このような状況のなか、医療の安全に貢献する低刺激製品・感染予防対策製品に注力した取組みを

行いました結果、採血後の止血に特化した「インジェクションパッドマイルド」の採用が採血室を中

心に拡大し、カテーテルの固定・創傷保護製品のフィルムドレッシング材「カテリープラス®」は新生

児への使用性・安全性が評価され、大手施設で順調に採用されるなど、好調に推移いたしました。 

以上の取組みを実施してまいりました結果、ヘルスケアフィールドと医療材フィールドを合わせま

したメディカル事業本部全体の売上高は前連結会計年度に比べ6.1％増の130億３千８百万円、営業利

益は前連結会計年度比9.6％増の24億３千４百万円となりました。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績
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テープ事業本部 

（オフィスホームフィールド） 

文具・事務用品業界は、マスコミで機能性・話題性の高い文房具が引き続き特集されたこともあ

り、一部の付加価値商品に需要が集まりましたが、全般的には主力ユーザーである官公庁・事業所需

要が低迷する非常に厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のなか、主力商品の「セロテープ®」や両面テープ「ナイスタック®」を中心にブラ

ンド浸透活動を継続的に行うとともに、パーソナル向けに高機能で付加価値の高い新製品の開発・育

成に取組んでまいりました。その中でも、テープの切り口が真っ直ぐ切れる機能が注目されている

「直線美®」シリーズの「セロテープ®直線美®mini」、テープのり「tenori®（てのり）」シリーズの

第2弾としてはんこ感覚で狙った位置にポンと押すだけで、のり付けが手早くできる「tenori®はんこ

のり®」を新たに発売し、ご好評をいただいております。 

（工業品フィールド） 

産業用テープ業界は、昨年11月以降に為替が円安方向にシフトしたことにより、自動車業界などの

一部の業界で回復の兆しが見えてきたものの、全般的には非常に厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のなか、マスキングテープと食品関連分野において、高機能な製品拡大に向けた取

組みに注力してまいりました。マスキングテープの分野では、為替の影響による自動車産業の順調な

回復に伴い、新製品「マスキングテープNo.222」が好調に推移いたしました。食品関連分野では、中

食市場に向けた取組みを継続した結果、フードパックのふた止め用テープ「セロテープ®イージーオー

プン」が堅調に推移いたしました。 

また、輸出につきましては、東アジアとの関係悪化や欧州の財政危機などが影響しましたが、アジ

ア地域の需要が一部回復したことにより、売上が前年実績を上回る結果となりました。 

以上の取組みを実施してまいりましたが、厳しい経済環境の影響により、オフィスホームフィール

ドと工業品フィールドを合わせましたテープ事業本部全体の売上高は前連結会計年度に比べ2.0％減

の254億６千３百万円、営業利益は前連結会計年度比1.3％増の18億８千７百万円となりました。 

  

次期の見通しにつきましては、政権交代による景気回復が期待されておりますが、厳しい雇用情勢や

デフレの回復には、なお一定の時間が必要と思われます。さらに、急激な円安に伴う主要な原材料価格

の高騰が予想されるため、厳しい状況が継続するものと想定されます。 

このような状況のなか、当グループは、2018年に迎える「創立100周年」に向けた中長期経営計画

【ＮＢ１００】の戦略フレームである「企業品質向上」「基盤効率化・安定化」「成長追求」の３つの

柱を基に戦略を推進いたします。Stage２の初年度当たる平成25年３月期の取組みとして、生産性向上

と利益管理意識の徹底による収益性基盤の構築に加え、将来に向けた新たな成長戦略を確実に実行いた

します。 

以上により、平成26年３月期（平成25年度）の通期連結業績予想は売上高400億円（前期比3.9％

増）、営業利益20億円（前期比12.8％増）、経常利益20億円（前期比11.0％増）、当期純利益11億円

（前期比11.2％増）を見込んでおります。 

  

②次期の見通し
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当連結会計年度末の総資産は、設備投資の増加等により、前連結会計年度末に比べ３億３千９百万円

増加し、458億１百万円となりました。また、純資産は利益剰余金の増加等により８億４千２百万円増

加し、247億９千２百万円になりました。この結果、自己資本比率は54.1％となりました。 

  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ３億６千５百万円（3.6%）減少し、98億７千９百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度末に比べ９億３千４百万円（43.7%）増加し、30億

７千５百万円となりました。これは主に売上債権の増加額の減少、たな卸資産の減少等によるもので

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度末に比べ10億３千３百万円（52.3%）増加し、30億

８百万円となりました。これは主に有形固定資産の購入等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度末に比べ１千９百万円（4.7%）増加し、４億３千９

百万円となりました。これは主にリース債務の返済による支出等によるものです。 

  

 
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しておりま

す。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としております。 

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業

活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

  

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

②キャッシュ・フロー の状況

21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期 25年３月期

自己資本比率（％） ５１. ８ ５２. ３ ５２. ８ ５２. ７ ５４．１

時価ベースの自己資本比率
（％）

２６．３ ３０. １ ２６. ７ ２４. ６ ３３．１

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率（年）

１. ６ １. ２ １. ６ ２．３ １．６

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ（倍）

２８．７ ５８. ６ ４６. ２ ３６. １ ６１．１
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当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最も重要な課題のひとつと認識し、企業体質の強化およ

び設備投資、コスト競争力向上のための技術開発等の資金需要に備えるために内部留保の充実を図りつ

つ、安定した配当の実施を基本に、連結ベースの配当性向25％を目処とする業績に連動した配当を取り

入れる方針としております。 

この基本方針のもと、当期の期末配当を前期と同様に１株あたり６円とする剰余金の配当に関する議

案を平成25年６月25日開催予定の第109回定時株主総会に付議させていただきます。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当グループは、当社、子会社３社、関連会社２社及びその他の関係会社１社で構成しております。その

主な事業内容は、粘着技術を基盤に高分子技術を駆使して、布・紙・セロファン・プラスチックをベース

とした医薬品、各種感圧性粘着テープ及び接着剤ならびにそれらに関連する機械器具の製造販売でありま

す。 

なお、当グループの製品・商品は、医薬品業界向けの絆創膏等、産業用粘着テープ業界及び文具・事務

用品業界向けの粘着テープ等に大別され、事業の種類別セグメントもこの区分によっております。 

当グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

  

メディカル事業本部 

メディカル………当社が製造販売するほか、子会社であるニチバンメディカル㈱に製造を委託してお

ります。また、その他の関係会社である大鵬薬品工業㈱とはその子会社を通じ製品

の販売及び半製品の仕入を行っております。 

テープ事業本部 

産業用材…………当社が製造販売するほか、子会社であるニチバンプリント㈱ならびにニチバンテク

ノ㈱に製造を委託しております。また、関連会社である㈱飯洋化工及びUNION 

THAI-NICHIBAN CO.,LTD.より、その親会社を通じ商品の仕入を行っております。 

消費材……………当社が製造販売するほか、子会社であるニチバンプリント㈱ならびにニチバンテク

ノ㈱に製造を委託しております。また、関連会社であるUNION THAI-NICHIBAN 

CO.,LTD.より、その親会社を通じ商品の仕入を行っております。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

２．企業集団の状況
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当社の経営理念は、「人々の健康で快適な暮らしに役立つ製品やサービスを提供し、新しい価値を創

り出す」ことで「当社にかかわるすべての人々の幸せを実現する」ことであります。 

当社は、創業以来、粘着技術をベースに絆創膏や「セロテープ®」をはじめ人々の健康や快適な暮ら

し、産業の合理化・省人化に貢献する価値ある製品を幅広く供給してまいりました。 

今後も、高い技術力と確かな品質を軸に地球環境に配慮した独創的な製品の提供を通じて、お客様に

ご満足いただき、信頼される企業を目指してまいります。 

  

今後の当社グループを取り巻く経営環境につきましては、政権交代による景気回復が期待されており

ますが、雇用情勢やデフレの回復には、なお一定の時間が必要であり、さらに、円安に伴う主要な原材

料価格の高騰が予想されるため、厳しい状況が継続するものと思われます。 

このような状況のなか、当グループでは、2018年に迎える創立100周年に向けた中長期経営計画【Ｎ

Ｂ１００】のもと、「信頼され期待される企業」となるべく「成長分野・市場への挑戦・開拓」と「基

盤事業の効率化・安定化」によって、売上拡大と利益確保と併せてブランドの維持・向上を推進し、経

営環境の変化に左右されない収益構造の強化を、内部統制の拡充と併せて推進してまいる所存でありま

す。 

ヘルスケアフィールドにおきましては、高機能で付加価値の高い製品である「ケアリーヴ®」シリー

ズ、「ロイヒ」シリーズおよび「バトルウィン®」シリーズを中心に、ＴＶＣＭを始めとした消費者へ

のコミュニケーションを積極的に図るとともに、ドラッグストア店頭への製品投入を充実させ、店舗

の販売員への製品告知を進めることで事業の拡大に努めてまいります。 

医療材フィールドにおきましては、カテーテルの固定・創傷保護製品のフィルムドレッシング材

「カテリープラス®」を徹底的に育成し、医療現場の強いニーズである低刺激・感染予防・安全対策お

よび作業効率の提案に注力することで、事業の拡大に努めてまいります。 

オフィスホームフィールドにおきましては、パーソナルユーザーの求める便利さや楽しさといった

ニーズを捉えたテープのり「tenori®（てのり）」シリーズと「直線美®」シリーズの新製品開発の重

点化を進め、市場での販売活動を強化するとともに、「セロテープ®」等の既存製品のブランド価値を

継続的に発信することで、新たな需要拡大に向けた取組みを積極的に行います。 

工業品フィールドにおきましては、食品関連の分野とマスキングの分野を中心に、ユーザーの求め

る使い易さや安全を意識した新製品の開発を進め、実際に製品を使用するユーザーに密着した営業活

動を強化するとともに、両分野以外での新たな市場開拓の取組みを積極的に推進いたします。 

海外市場におきましては、アジアおよび欧州に向けて高い付加価値を持つ製品を積極的に販売する

とともに、新規市場の開拓を推進することで、売上の拡大に努め、海外売上構成比の向上に努めてま

いります。 

研究活動におきましては、基礎研究体制を充実させることで、新たな素材や新たな技術の創出を図

り、成長に向けた高い付加価値を持つ製品を生み出す取組みを積極的に推進いたします。 

品質保証におきましては、品質の向上、および顧客満足度の向上に向けた品質管理体制の強化を継

続するとともに、薬事分野における機能の強化を図ってまいります。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）中長期的な会社の経営戦略ならびに対処すべき課題

①  メディカル事業本部における取組み課題

②  テープ事業本部における取組み課題

③  海外市場における取組み課題

④  研究開発における取組み課題

⑤  品質管理における取組み課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,055 9,653

受取手形及び売掛金 ※5  12,452 ※5  12,481

有価証券 506 506

商品及び製品 3,002 2,897

仕掛品 1,396 1,278

原材料及び貯蔵品 1,135 1,094

繰延税金資産 578 610

その他 208 208

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 29,331 28,727

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,525 5,416

機械装置及び運搬具（純額） 3,645 3,467

土地 2,504 2,505

リース資産（純額） 567 674

建設仮勘定 46 20

その他（純額） 266 311

有形固定資産合計 ※1, ※3  11,555 ※1, ※3  12,395

無形固定資産 81 232

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  1,827 ※2  1,975

繰延税金資産 2,195 2,019

その他 511 450

貸倒引当金 △41 －

投資その他の資産合計 4,492 4,445

固定資産合計 16,129 17,073

資産合計 45,461 45,801
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※5  7,640 ※5  7,481

1年内返済予定の長期借入金 ※3  2,000 ※3  －

リース債務 176 210

未払法人税等 161 333

未払費用 2,858 3,081

役員賞与引当金 61 64

設備関係支払手形 184 61

その他 1,289 885

流動負債合計 14,372 12,119

固定負債   

長期借入金 ※3  － ※3  2,000

リース債務 423 502

退職給付引当金 3,552 3,199

役員退職慰労引当金 91 93

長期預り保証金 2,891 2,919

資産除去債務 91 92

その他 88 82

固定負債合計 7,138 8,889

負債合計 21,511 21,009

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,451 5,451

資本剰余金 4,186 4,186

利益剰余金 14,464 15,204

自己株式 △7 △8

株主資本合計 24,095 24,834

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 51 108

為替換算調整勘定 △197 △150

その他の包括利益累計額合計 △145 △42

純資産合計 23,950 24,792

負債純資産合計 45,461 45,801
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 38,260 38,502

売上原価 ※1  27,530 ※1  27,478

売上総利益 10,730 11,023

販売費及び一般管理費   

物流費 1,389 1,361

広告宣伝費 538 565

特売費 573 618

貸倒引当金繰入額 0 －

給料及び手当 2,284 2,230

従業員賞与 760 785

役員賞与引当金繰入額 61 64

福利厚生費 732 729

退職給付費用 319 319

役員退職慰労引当金繰入額 15 15

減価償却費 237 253

賃借料 444 425

旅費及び交通費 401 399

その他の経費 1,380 1,481

販売費及び一般管理費合計 ※2  9,138 ※2  9,249

営業利益 1,591 1,773

営業外収益   

受取利息 14 21

受取配当金 11 11

持分法による投資利益 41 28

為替差益 － 18

その他 52 45

営業外収益合計 119 124

営業外費用   

支払利息 59 49

為替差損 7 －

支払手数料 31 31

その他 41 16

営業外費用合計 139 96

経常利益 1,571 1,801

特別利益   

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 4 －

特別利益合計 4 0
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

特別損失   

固定資産除売却損 ※3  64 ※3  201

特別損失合計 64 201

税金等調整前当期純利益 1,511 1,599

法人税、住民税及び事業税 389 498

法人税等調整額 429 112

法人税等合計 818 611

少数株主損益調整前当期純利益 692 988

当期純利益 692 988
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 692 988

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 12 56

持分法適用会社に対する持分相当額 △34 46

その他の包括利益合計 ※1  △21 ※1  102

包括利益 671 1,091

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 671 1,091
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,451 5,451

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,451 5,451

資本剰余金   

当期首残高 4,186 4,186

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,186 4,186

利益剰余金   

当期首残高 14,019 14,464

当期変動額   

剰余金の配当 △248 △248

当期純利益 692 988

当期変動額合計 444 740

当期末残高 14,464 15,204

自己株式   

当期首残高 △7 △7

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △7 △8

株主資本合計   

当期首残高 23,651 24,095

当期変動額   

剰余金の配当 △248 △248

当期純利益 692 988

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 443 739

当期末残高 24,095 24,834
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 39 51

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12 56

当期変動額合計 12 56

当期末残高 51 108

為替換算調整勘定   

当期首残高 △162 △197

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △34 46

当期変動額合計 △34 46

当期末残高 △197 △150

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △123 △145

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21 102

当期変動額合計 △21 102

当期末残高 △145 △42

純資産合計   

当期首残高 23,527 23,950

当期変動額   

剰余金の配当 △248 △248

当期純利益 692 988

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21 102

当期変動額合計 422 842

当期末残高 23,950 24,792
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,511 1,599

減価償却費 1,859 1,741

退職給付引当金の増減額（△は減少） △335 △352

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △153 2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △42

有形固定資産除売却損益（△は益） 54 12

受取利息及び受取配当金 △25 △32

支払利息 59 49

売上債権の増減額（△は増加） △585 △29

たな卸資産の増減額（△は増加） △581 264

仕入債務の増減額（△は減少） 721 △158

その他 85 367

小計 2,601 3,421

利息及び配当金の受取額 25 32

利息の支払額 △59 △50

法人税等の支払額 △427 △328

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,140 3,075

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △316 △279

定期預金の払戻による収入 415 316

有形固定資産の取得による支出 △1,693 △2,856

投資有価証券の取得による支出 △405 △12

投資有価証券の売却による収入 7 －

その他 16 △175

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,975 △3,008

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 2,000

長期借入金の返済による支出 － △2,000

リース債務の返済による支出 △170 △189

配当金の支払額 △248 △249

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △419 △439

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △249 △365

現金及び現金同等物の期首残高 10,495 10,245

現金及び現金同等物の期末残高 ※  10,245 ※  9,879
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該当事項はありません。 

  

１．連結の範囲に関する事項 

子会社はすべて連結しております。 

当該連結子会社は、ニチバンプリント㈱、ニチバンテクノ㈱及びニチバンメディカル㈱の３社でありま

す。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 関連会社２社(UNION THAI-NICHIBAN CO.,LTD.及び㈱飯洋化工)に対する投資についてすべて持分法を

適用しております。 

(2) 持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度にかかる財

務諸表を使用しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

たな卸資産 

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法によって

おります。 

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)
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無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(ロ)役員賞与引当金 

当社及び連結子会社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額を計上してお

ります。 

(ハ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

(ニ)役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

なお、提出会社は、平成21年６月29日開催の第105回定時株主総会において役員退職慰労金制度の

廃止を決議いたしました。これに伴い、制度の廃止に伴う打切り日(平成21年６月29日)までの在任

期間に対応する退職慰労金として、従来の役員退職慰労金規則に基づいて、当連結会計年度末にお

ける支給見込額を計上しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理の要件を満たすため、特例処理によってお

ります。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  特定借入金の支払金利 

(ハ)ヘッジ方針 

金利変動による支払金利の増加リスクを減殺する目的で行っております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
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金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しており

ます。 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資 

消費税等の会計処理 

税抜方式により行っております。 

  

 （減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ36百万円増加しております。 

  

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号  平成24年５月17日) 

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日) 

(1) 概要 

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び

未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正

されたものです。 

(2) 適用予定日 

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につ

いては、平成27年３月期の期首より適用予定です。 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。 

  

該当事項はありません。 

  

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

（会計方針の変更）

(未適用の会計基準等)

(表示方法の変更)
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※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 
  

※２．関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
  

※３．有形固定資産のうち下記の資産につき工場財団を設定し、借入金の担保に供しております。 

 
  

担保資産に対応する債務 

 
  

  ４．提出会社は、資金調達の柔軟性及び機動性を確保するため、取引銀行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 
  

※５．連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結

会計年度末残高に含まれております。 

 
  

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 37,614百万円 38,092百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

投資有価証券(株式) 553百万円 601百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

建物及び構築物 1,411百万円 1,588百万円

機械装置及び運搬具 649 849

土地 547 689

その他 13 5

計 2,622 3,132

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

一年内返済予定の長期借入金 1,000百万円 ―百万円

長期借入金 ― 1,000

計 1,000 1,000

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 3,000 3,000

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

受取手形 374百万円 349百万円

支払手形 207百万円 117百万円
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※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

 
  

※２．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

 
  

※３．固定資産除売却損の主なものは、機械装置の除却損であります。 

  

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1百万円 16百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1,020百万円 993百万円

(連結包括利益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 14百万円 87百万円

組替調整額 △0 0

税効果調整前 14 87

税効果額 △1 △30

その他有価証券評価差額金 12 56

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 △34 46

その他の包括利益合計 △21 102
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前連結会計年度(自平成23年４月１日  至平成24年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加1,548株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

当連結会計年度期首 
株式数(株)

当連結会計年度増加 
株式数(株)

当連結会計年度減少 
株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

発行済株式

普通株式 41,476,012 ― ― 41,476,012

合計 41,476,012 ― ― 41,476,012

自己株式

普通株式(注) 20,376 1,548 ― 21,924

合計 20,376 1,548 ― 21,924

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 
定時株主総会

普通株式 248 6 平成23年３月31日 平成23年６月27日

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 
定時株主総会

普通株式 248 利益剰余金 6 平成24年３月31日 平成24年６月27日
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当連結会計年度(自平成24年４月１日  至平成25年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加3,028株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

 
  

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
  

当連結会計年度期首 
株式数(株)

当連結会計年度増加 
株式数(株)

当連結会計年度減少 
株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

発行済株式

普通株式 41,476,012 ― ― 41,476,012

合計 41,476,012 ― ― 41,476,012

自己株式

普通株式(注) 21,924 3,028 ― 24,952

合計 21,924 3,028 ― 24,952

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 
定時株主総会

普通株式 248 6 平成24年３月31日 平成24年６月27日

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月25日 
定時株主総会

普通株式 248 利益剰余金 6 平成25年３月31日 平成25年６月26日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金勘定 10,055百万円 9,653百万円

有価証券勘定 506 506

計 10,561 10,159

預入期間が３か月を超える 
定期預金

△316 △279

現金及び現金同等物 10,245 9,879
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(借主側) 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

有形固定資産 

電子計算機、事務用機器、試験・測定機器、フォークリフト、セールスカーであります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  (2) 重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
  

 
(注)  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

 
(注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

  

(リース取引関係)

(単位：百万円)

前連結会計年度(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 160 108 51

その他 100 92 8

合計 261 200 60

(単位：百万円)

当連結会計年度(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 157 124 33

その他 - - -

合計 157 124 33

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

未経過リース料期末残高相当額

１年内 26 17

１年超 33 15

合計 60 33
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(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する取組方針 

当グループは、経営方針として定めた「事業フィールド」単位の事業戦略に基づき、販売及び生産、

設備投資に関する計画を策定し、必要となる運転資金及び設備資金(主に銀行借入)を調達しておりま

す。デリバティブは、金利及び為替等の変動リスク等を回避するために利用しており、原資産に係るキ

ャッシュフローを変動化させる取引及び投機的な取引は行わないこととしております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また海外で事業を行

うに当たり生じる外貨建ての営業債権は、同一通貨建ての仕入により在庫とした商品の販売に係るもの

であります。 

有価証券は、流動性が高く価格変動リスクの低い投資信託(マネー・マネージメント・ファンド)であ

ります。投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式、社債等であり、市場価格の変動リスクに

晒されております。 

営業債務である買掛金の一部は外貨建てにより生じており、為替の変動リスクに晒されております

が、上記の外貨建ての営業債権の原価となる商品に係る買掛金については、同一通貨建ての売掛金と両

建てされております。 

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ

取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有

効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理

基準に関する事項(4)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。 

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 59 27

減価償却費相当額 59 27

(金融商品関係)
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

(イ)信用リスク(取引先の債務不履行等に係るリスク)の管理 

当社は、営業債権については、取引先管理基準に従い、事業統括本部による主導のもとに、取引先

の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに債権回収の期日及び残高、保証金等の担保による債

権の保全状況を管理し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連

結子会社においても、当社の管理基準に準じて、同様の管理を行っております。 

投資有価証券に含まれる債券については、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リス

クは僅少であります。 

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定しているため、信用

リスクは僅少であると認識しております。 

(ロ)市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

当社は、外貨建ての営業債権について、原則として、同一通貨建ての仕入により在庫とした商品の

販売に係るものとしております。 

有価証券については、流動性が高く価格変動リスクの低い公社債投資信託、高格付けのコマーシャ

ルペーパー等を対象としており、市場リスクは少ないと認識しております。投資有価証券について

は、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案し

て保有状況を定期的に見直しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引内容等を定めた管理基準に従い、管理本部が担当

決裁者の承認を得て行っております。 

(ハ)資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理 

当社は、販売及び仕入、在庫残高等の各種見込みに基づき資金繰計画を作成、更新するとともに、

手元流動性の維持により流動性リスクを管理しております。また取引銀行との間にコミットメントラ

イン契約を締結し、資金調達の機動性及び柔軟性を確保しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものについては含まれておりません。((注)２．参照)。 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

 
  

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 現金及び預金 10,055 10,055 ―

(2) 受取手形及び売掛金 12,452 12,452 ―

(3) 有価証券 506 506 ―

(4) 投資有価証券 1,182 1,182 ―

資産計 24,196 24,196 ―

(1) 支払手形及び買掛金 7,640 7,640 ―

(2) 一年内返済予定の長期借入金 2,000 2,004 4

(3) 長期預り保証金 2,891 2,891 ―

負債計 12,532 12,536 4

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 現金及び預金 9,653 9,653 ―

(2) 受取手形及び売掛金 12,481 12,481 ―

(3) 有価証券 506 506 ―

(4) 投資有価証券 1,272 1,272 ―

資産計 23,913 23,913 ―

(1) 支払手形及び買掛金 7,481 7,481 ―

(2) 長期借入金 2,000 2,029 29

(3) 長期預り保証金 2,919 2,919 ―

負債計 12,400 12,430 29
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(注) １．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(3) 有価証券 

毎営業日に決算、収益分配及び再投資を行う投資信託(マネー・マネージメント・ファンド)であるため、時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 

株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格によっております。また、保

有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

  

負  債 

(1) 支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2) 一年内返済予定の長期借入金、長期借入金 

元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。 

(3) 長期預り保証金 

利率を市場金利の変動に合わせて毎期改定しているため、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定した時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記「(4)

投資有価証券」には含めておりません。 

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

  

 
  

(単位：百万円)

区分
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

非上場株式 91 101

持分法適用会社の持分相当額 553 601

１年以内 
(百万円)

１年超 
５年以内 
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円)

10年超 
(百万円)

現金及び預金 10,055 ― ― ―

受取手形及び売掛金 12,452 ― ― ―

有価証券 506 ― ― ―

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの

債券 ― 400 400 ―

資産計 23,013 400 400 ―
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当連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

 
  

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

１年以内 
(百万円)

１年超 
５年以内 
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円)

10年超 
(百万円)

現金及び預金 9,653 ― ― ―

受取手形及び売掛金 12,481 ― ― ―

有価証券 506 ― ― ―

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの

債券 ― 400 400 ―

資産計 22,640 400 400 ―

１年以内 
(百万円)

１年超 
５年以内 
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円)

10年超 
(百万円)

長期借入金 ― ― 2,000 ―

ニチバン（株）（4218）平成25年3月期 決算短信

- 28 -



  

１．その他有価証券 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

  

 
(注)  非上場株式(連結貸借対照表計上額  91百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

 
(注)  非上場株式(連結貸借対照表計上額101百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

(有価証券関係)

種類
連結貸借対照表 
計上額(百万円)

取得原価 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 243 110 133

債券

その他 410 400 10

その他 12 10 2

小計 667 520 147

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 120 169 △49

債権

その他 382 400 △17

その他 11 11 △0

小計 514 581 △67

合計 1,182 1,102 80

種類
連結貸借対照表 
計上額(百万円)

取得原価 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 308 113 195

債券

その他 807 800 7

その他 16 10 5

小計 1,132 923 209

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 128 169 △40

債権

その他

その他 11 11 △0

小計 139 181 △41

合計 1,272 1,105 167
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１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

該当事項はありません。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

金利関連 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

  

 
(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

 
(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計 
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払 長期借入金 1,000 1,000 (注)

ヘッジ会計 
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払 長期借入金 1,000 1,000 (注)
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型年金制度(提出会社)、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用

しております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

 
(注)  連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

 
  

(退職給付関係)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

①  退職給付債務 △8,608百万円 △8,204百万円

②  年金資産 4,056 4,497

③  未積立退職給付債務(①＋②) △4,552 △3,707

④  未認識数理計算上の差異 1,230 728

⑤  未認識過去勤務債務 △229 △220

⑥  退職給付引当金(③＋④＋⑤) △3,552 △3,199

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

①  勤務費用 361百万円 357百万円

②  利息費用 172 162

③  期待運用収益 △81 △81

④  数理計算上の差異費用処理額 161 163

⑤  過去勤務債務の費用処理額 △14 △9

⑥  退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 599 592

⑦  確定拠出型年金掛金 81 80

計 680 672
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

(2) 割引率 

  

 
  

(3) 期待運用収益率 

  

 
  

(4) 過去勤務債務の処理年数 

15年(発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。) 

  

(5) 数理計算上の差異の処理年数 

13年～20年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。) 

  

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

2.0％ 2.0％

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

2.0％ 2.0％
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  １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

  ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 
（注）当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。 

  

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

(繰延税金資産)

退職給付引当金 1,354百万円 1,207百万円

未払賞与 385 405

役員退職慰労引当金 33 34

減損損失 786 742

その他 253 309

  繰延税金資産小計 2,812 2,699

評価性引当額 △4 △4

  繰延税金資産合計 2,808 2,695

(繰延税金負債)

資産除去債務 △6 △6

その他有価証券評価差額金 △28 △59

  繰延税金負債合計 △35 △65

  繰延税金資産の純額 2,773 2,630

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.3％ ―％

(調整)

  交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 ―

  持分法における投資利益 △1.1 ―

  住民税均等割等 2.1 ―

  試験研究費等の税額控除 △3.1 ―

  その他 0.4 ―

  税率変更による期末繰延税金資産の減額 
  修正

14.4 ―

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.2 ―
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当連結会計年度(自平成24年４月１日  至平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

イ  当該資産除去債務の概要 

工場建物に含まれるアスベストの除去費用及び不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

  

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間については、各除去債務の状況により個別に見積もり、割引率については、会計基準の

適用時又は資産の取得時における長期の無リスク利子率を使用して資産除去債務の金額を計算しており

ます。 

  

ハ  当該資産除去債務の総額の増減 

 
  

当社は、福島県いわき市及び埼玉県比企郡小川町に将来の使用が見込まれていない遊休不動産を有し

ております。当該不動産の期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 
(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度より、移転に伴い埼玉県比企郡小川町にある遊休不動産が増加しております。 

３．期末の時価は、不動産鑑定評価額及び直近の公示地価に基づき算定しております。 

  

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

期首残高 90百万円 91百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― ―

時の経過による調整額 0 1

期末残高 91 92

(賃貸等不動産関係)

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 581 581

期中増減額 ― 99

期末残高 581 680

期末時価 581 680
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、本社に製品別の販売戦略を統括する事業本部を設置し、各事業本部は、取り扱う製品等につい

て包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従いまして、当社は、事業本部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「メディカル事

業本部」及び「テープ事業本部」の２つを報告セグメントとしております。 

「メディカル事業本部」は、医薬品、医療機器、化粧品、医療補助テープ、テーピングテープ等の製造

及び販売を行っております。「テープ事業本部」は、家庭用・事務用の粘着テープ・粘着シート及びそれ

らの機器等、産業用の粘着テープ・粘着シート及びそれらの機器等の製造及び販売を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実績価格に基づいております。 

  

(セグメント情報等)

a. セグメント情報
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自平成23年４月１日  至平成24年３月31日) 

 
(注) １．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益の調整額2,492百万円には、セグメント間取引消去101百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用2,390百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額13,262百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門所有の資産であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

連結財務諸表 
計上額 
(注)２メディカル 

事業本部
テープ事業本部 合計

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 12,285 25,974 38,260 ― 38,260

(2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高

33 68 101 (101) ―

計 12,318 26,043 38,362 (101) 38,260

セグメント利益 2,221 1,862 4,083 (2,492) 1,591

セグメント資産 12,376 19,822 32,198 13,262 45,461

その他の項目

減価償却費 767 909 1,676 182 1,859

持分法適用会社への投資額 ― 553 553 ― 553

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

594 1,355 1,950 170 2,120
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当連結会計年度(自平成24年４月１日  至平成25年３月31日) 

 
(注) １．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益の調整額2,548百万円には、セグメント間取引消去130百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用2,417百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額12,984百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門所有の資産であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

連結財務諸表 
計上額 
(注)２メディカル 

事業本部
テープ事業本部 合計

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 13,038 25,463 38,502 ― 38,502

(2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高

64 65 130 (130) ―

計 13,103 25,529 38,632 (130) 38,502

セグメント利益 2,434 1,887 4,321 (2,548) 1,773

セグメント資産 13,578 19,238 32,817 12,984 45,801

その他の項目

減価償却費 727 834 1,561 174 1,736

持分法適用会社への投資額 ― 601 601 ― 601

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

1,537 876 2,413 333 2,747
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前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

 
  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

 
  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

b. 関連情報

(単位：百万円)

医薬品、医療機器、 
及び医療補助テープ等

粘着テープ、粘着シート 
及びテープ関連機器等

合計

外部顧客への売上高 12,285 25,974 38,260

(単位：百万円)

医薬品、医療機器、 
及び医療補助テープ等

粘着テープ、粘着シート 
及びテープ関連機器等

合計

外部顧客への売上高 13,038 25,463 38,502

ニチバン（株）（4218）平成25年3月期 決算短信

- 38 -



  

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

１．関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

  

c. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

d. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

e. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

(関連当事者情報)
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(注)  １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 577.75円 １株当たり純資産額 598.11円

１株当たり当期純利益 16.72 １株当たり当期純利益 23.85

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

当期純利益(百万円) 692 988

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 692 988

期中平均株式数(株) 41,454,480 41,452,353

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,114 7,709

受取手形 ※5  5,303 ※5  5,273

売掛金 6,736 6,776

有価証券 506 506

商品及び製品 2,845 2,730

仕掛品 977 906

原材料及び貯蔵品 859 798

前払費用 5 10

繰延税金資産 423 458

未収入金 174 142

その他 6 2

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 25,948 25,312

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,261 2,227

構築物（純額） 467 434

機械及び装置（純額） 2,435 2,434

車両運搬具（純額） 4 4

工具、器具及び備品（純額） 167 178

土地 2,227 2,227

リース資産（純額） 350 415

建設仮勘定 30 20

有形固定資産合計 ※1, ※2  7,944 ※1, ※2  7,941

無形固定資産   

電話加入権 10 10

ソフトウエア 67 219

その他 1 0

無形固定資産合計 78 230

投資その他の資産   

投資有価証券 1,271 1,371

関係会社株式 221 221

関係会社長期貸付金 － 1,240

破産更生債権等 41 －

長期前払費用 68 44

繰延税金資産 1,911 1,732

差入保証金 219 216

その他 103 103
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

貸倒引当金 △41 △0

投資その他の資産合計 3,795 4,929

固定資産合計 11,819 13,102

資産合計 37,768 38,415

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※5  35 ※5  54

買掛金 ※3  6,028 ※3  5,998

1年内返済予定の長期借入金 ※2  2,000 ※2  －

リース債務 108 146

未払金 817 704

未払法人税等 61 276

未払費用 2,546 2,759

預り金 38 42

役員賞与引当金 39 42

設備関係支払手形 － 10

流動負債合計 11,675 10,035

固定負債   

長期借入金 ※2  － ※2  2,000

リース債務 259 287

退職給付引当金 3,067 2,677

役員退職慰労引当金 28 24

長期預り保証金 2,853 2,880

資産除去債務 78 79

その他 63 63

固定負債合計 6,351 8,014

負債合計 18,027 18,049

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,451 5,451

資本剰余金   

資本準備金 4,186 4,186

資本剰余金合計 4,186 4,186

利益剰余金   

利益準備金 744 744

その他利益剰余金   

別途積立金 7,854 8,254

繰越利益剰余金 1,459 1,628

利益剰余金合計 10,057 10,626

自己株式 △7 △8
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

株主資本合計 19,688 20,256

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 52 108

評価・換算差額等合計 52 108

純資産合計 19,741 20,365

負債純資産合計 37,768 38,415
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（２）損益計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高   

製品売上高 24,060 24,168

商品売上高 12,834 12,982

売上高合計 36,894 37,150

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 1,592 1,879

当期製品製造原価 19,114 18,722

合計 20,706 20,601

製品期末たな卸高 1,879 1,827

製品他勘定振替高 ※1  54 ※1  56

製品売上原価 18,773 18,716

商品売上原価   

商品期首たな卸高 737 966

当期商品仕入高 8,578 8,289

合計 9,316 9,256

商品期末たな卸高 966 902

商品他勘定振替高 ※1  60 ※1  71

商品売上原価 8,289 8,281

売上原価合計 ※2  27,062 ※2  26,998

売上総利益 9,831 10,152

販売費及び一般管理費   

物流費 1,403 1,374

広告宣伝費 537 562

特売費 572 617

役員報酬 131 138

給料及び手当 2,115 2,063

従業員賞与 723 757

役員賞与引当金繰入額 39 42

退職給付費用 314 315

福利厚生費 673 675

減価償却費 234 248

賃借料 439 417

租税公課 37 33

通信費 84 81

旅費及び交通費 351 354

交際費 32 36

研究費 177 194

その他の経費 828 899

販売費及び一般管理費合計 ※3  8,699 ※3  8,813
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業利益 1,132 1,338

営業外収益   

受取利息 7 7

有価証券利息 12 19

受取配当金 159 82

受取賃貸料 108 96

為替差益 － 18

その他 34 30

営業外収益合計 ※4  323 ※4  254

営業外費用   

支払利息 59 49

支払手数料 31 31

為替差損 7 －

その他 61 37

営業外費用合計 159 117

経常利益 1,296 1,476

特別利益   

固定資産売却益 － 0

投資有価証券売却益 4 －

特別利益合計 4 0

特別損失   

固定資産除却損 ※5  52 ※5  189

特別損失合計 52 189

税引前当期純利益 1,248 1,286

法人税、住民税及び事業税 199 356

法人税等調整額 422 113

法人税等合計 621 469

当期純利益 627 817
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(注) ※１．他勘定へ振替高は有償支給のための払出額及び販売費及び一般管理費への振替額等であります。 

２．原価計算の方法は組別工程別総合原価計算であります。 

  

製造原価明細書

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ  原材料費 12,449 64.6 12,078

Ⅱ  労務費 2,970 15.4 2,905

Ⅲ  経費 3,851 20.0 3,731

(うち減価償却費) (1,015) (880)

(うち外注加工費) (924) (926)

当期総製造費用 19,271 100 18,716 100

仕掛品期首たな卸高 944 977

合計 20,215 19,693

仕掛品期末たな卸高 977 906

他勘定へ振替高 ※１ 124 64

当期製品製造原価 19,114 18,722
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,451 5,451

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,451 5,451

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 4,186 4,186

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,186 4,186

資本剰余金合計   

当期首残高 4,186 4,186

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,186 4,186

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 744 744

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 744 744

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 7,254 7,854

当期変動額   

別途積立金の積立 600 400

当期変動額合計 600 400

当期末残高 7,854 8,254

繰越利益剰余金   

当期首残高 1,680 1,459

当期変動額   

剰余金の配当 △248 △248

別途積立金の積立 △600 △400

当期純利益 627 817

当期変動額合計 △221 168

当期末残高 1,459 1,628

利益剰余金合計   

当期首残高 9,678 10,057
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当期変動額   

剰余金の配当 △248 △248

別途積立金の積立 － －

当期純利益 627 817

当期変動額合計 378 568

当期末残高 10,057 10,626

自己株式   

当期首残高 △7 △7

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △7 △8

株主資本合計   

当期首残高 19,310 19,688

当期変動額   

剰余金の配当 △248 △248

当期純利益 627 817

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 378 567

当期末残高 19,688 20,256

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 39 52

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12 56

当期変動額合計 12 56

当期末残高 52 108

評価・換算差額等合計   

当期首残高 39 52

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12 56

当期変動額合計 12 56

当期末残高 52 108
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 19,349 19,741

当期変動額   

剰余金の配当 △248 △248

当期純利益 627 817

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12 56

当期変動額合計 391 624

当期末残高 19,741 20,365
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該当事項はありません。 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法によってお

ります。 

無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

（４）個別財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(重要な会計方針)
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４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

なお、平成21年６月29日開催の第105回定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止を決議いた

しました。これに伴い、制度の廃止に伴う打切り日(平成21年６月29日)までの在任期間に対応する退職

慰労金として、従来の役員退職慰労金規則に基づいて、当事業年度末における支給見込額を計上してお

ります。 

  

５．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理の要件を満たすため、特例処理によっており

ます。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  特定借入金の支払金利 

(3) ヘッジ方針 

金利変動による支払金利の増加リスクを減殺する目的で行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しておりま

す。 

  

６．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式により行っております。 
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 （減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞ

れ25百万円増加しております。 

  

該当事項はありません。 

  

（会計方針の変更）

(表示方法の変更)
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※１．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 

 
  

※２．有形固定資産のうち下記の資産につき工場財団を設定し、借入金の担保に供しております。 

 
  

担保資産に対応する債務 

 
  

※３．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

 
  

  ４．当社は、資金調達の柔軟性及び機動性を確保するため、取引銀行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 
  

※５．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当期の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

 
  

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

有形固定資産から直接控除した 
減価償却累計額

28,960百万円 28,982百万円

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

建物 1,233百万円 1,332百万円

構築物 177 255

機械及び装置 648 849

車両運搬具 0 -

工具、器具及び備品 13 5

土地 547 689

計 2,622 3,132

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

一年内返済予定の長期借入金 1,000百万円 ―百万円

長期借入金 ― 1,000

計 1,000 1,000

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

買掛金 530百万円 577百万円

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 3,000 3,000

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

受取手形 345百万円 319百万円

支払手形 2百万円 1百万円
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※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 
  

※２．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

 
  

※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

 
  

※４．営業外収益のうち関係会社に係るものが次のとおり含まれております。 

 
  

※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
  

(損益計算書関係)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

販売費及び一般管理費への振替額 114百万円 128百万円

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

4百万円 17百万円

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1,020百万円 993百万円

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

受取配当金 148百万円 71百万円

受取賃貸料 108 96

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 1百万円 61百万円

構築物 18 26

機械及び装置 29 98

工具器具及び備品 3 2

車両運搬具 0 0
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前事業年度(自平成23年４月１日  至平成24年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  普通株式の自己株式の株式の増加1,548株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

当事業年度(自平成24年４月１日  至平成25年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  普通株式の自己株式の株式の増加3,028株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度期首 
株式数(株)

当事業年度増加 
株式数(株)

当事業年度減少 
株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式(注) 20,376 1,548 ― 21,924

合計 20,376 1,548 ― 21,924

当事業年度期首 
株式数(株)

当事業年度増加 
株式数(株)

当事業年度減少 
株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式(注) 21,924 3,028 ― 24,952

合計 21,924 3,028 ― 24,952
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(借主側) 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

有形固定資産 

電子計算機、事務用機器、試験・測定機器、フォークリフト、セールスカーであります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
  

 
(注)  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

  

(リース取引関係)

(単位：百万円)

前事業年度(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 148 99 48

車両運搬具 8 6 2

工具、器具及び備品 100 92 8

合計 257 197 59

(単位：百万円)

当事業年度(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 148 116 32

車両運搬具 8 7 1

工具、器具及び備品 ― ― ―

合計 157 124 33
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(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

 
(注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

  

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式117百万円、関連会社株式

103百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式117百万円、関連会社株式103百万円)は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

未経過リース料期末残高相当額

１年内 26 17

１年超 33 15

合計 59 33

(単位：百万円)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 47 26

減価償却費相当額 47 26

(有価証券関係)
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  １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

  ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 
（注）当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。 

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

(繰延税金資産)

退職給付引当金 1,176百万円 1,017百万円

未払賞与 288 302

役員退職慰労引当金 10 8

減損損失 709 703

その他 188 228

  繰延税金資産小計 2,374 2,260

評価性引当額 △4 △4

  繰延税金資産合計 2,369 2,256

(繰延税金負債)

資産除去債務 △6 △6

その他有価証券評価差額金 △28 △59

  繰延税金負債合計 △35 △65

  繰延税金資産の純額 2,334 2,190

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.3％ ―％

(調整)

  交際費等永久に損金算入されない項目 1.3 ―

  受取配当金等永久に益金に算入 
  されない項目

△4.5 ―

  住民税均等割等 2.4 ―

  試験研究費等の税額控除 △3.7 ―

  その他 △0.4 ―

  税率変更による期末繰延税金資産の 
  減額修正

14.3 ―

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.7 ―
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当事業年度(自平成24年４月１日  至平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ  当該資産除去債務の概要 

工場建物に含まれるアスベストの除去費用及び不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

  

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間については、各除去債務の状況により個別に見積もり、割引率については、会計基準の

適用時又は資産の取得時における長期の無リスク利子率を使用して資産除去債務の金額を計算しており

ます。 

  

ハ  当該資産除去債務の総額の増減 

 
  

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

期首残高 77百万円 78百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― ―

時の経過による調整額 0 1

期末残高 78 79
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(注)  １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

当事業年度(自平成24年４月１日  至平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 476.21円 １株当たり純資産額 491.31円

１株当たり当期純利益 15.13 １株当たり当期純利益 19.72

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

当期純利益(百万円) 627 817

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 627 817

期中平均株式数(株) 41,454,480 41,452,353

(重要な後発事象)
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役員の異動については、平成25年２月８日発表の「平成25年４月１日付 組織改定ならびに取締役お

よび執行役員の異動に関するお知らせ」に記載のとおりであります。  

  

６．その他

（１）役員の異動
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